
第 23 期決算公告 
（2024年 4月 1日から 2025年 3月 31 日まで） 

2025年 6月 20 日  

東京都中央区京橋３丁目８番１号 

信金ギャランティ株式会社 



(単位：千円)　

金 額 金 額

流動資産 11,238,172 流動負債 726,531 

10,566,273 14,182 

648,204 567,658 

7,870 1,699 

15,823 127,446 

15,544 

固定資産 135,369 固定負債 353,101 

有形固定資産 7,530 1,687 

建 物 附 属 設 備 1,473 80,714 

器 具 備 品 6,057 270,700 

無形固定資産 1,542 

電 話 加 入 権 984 1,079,633 

ソ フ ト ウ ェ ア 557 

金 額

投資その他の資産 126,296 株主資本 10,293,909 

保 証 金 そ の 他 80 資本金 1,000,000 

繰 延 税 金 資 産 126,216 

資本剰余金 832,747 

832,747 

利益剰余金 8,461,161 

8,461,161 

別 途 積 立 金 7,900,000 

繰 越利 益剰 余金 561,161 

10,293,909 

11,373,542 11,373,542 

第 ２ ３ 期 貸 借 対 照 表

２０２５ 年 ３ 月 ３１日現在

資 産 の 部

科 目 科 目

負 債 の 部

負 債 合 計

純 資 産 の 部

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

科 目

資 本 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

債 務 保 証 損 失 引 当 金

未 払 金

未 払 費 用

預 り 金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

現 金 及 び 預 金

未 収 収 益

前 払 費 用

立 替 金



(単位：千円)　

営業収益 7,533,632 

保 証 料 7,533,632 

営業費用 6,839,635 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,839,635 

営業利益 693,996 

営業外収益 5,688 

受 取 利 息 5,605 

雑 収 入 82 

営業外費用 20 

雑 損 失 20 

経常利益 699,665 

税引前当期純利益 699,665 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 223,321 

法 人 税 等 調 整 額 △6,589 216,731 

当期純利益 482,933 

第 ２ ３ 期 損 益 計 算 書

２０２４ 年　４ 月 　1 日から

２０２５ 年　３ 月 ３１ 日まで

科　 　目 金　  額



（単位：千円）

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

２０２４年４月１日残高 1,000,000 832,747 - 832,747

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 - - - - 

当期純利益 - - - - 

事業年度中の変動額合計 - - - - 

２０２５年３月３１日残高 1,000,000 832,747 - 832,747

別途積立金 繰越利益剰余金

２０２４年４月１日残高 7,500,000 478,227 7,978,227 9,810,975

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 400,000 △ 400,000 - - 

当期純利益 - 482,933 482,933 482,933

事業年度中の変動額合計 400,000 82,933 482,933 482,933

２０２５年３月３１日残高 7,900,000 561,161 8,461,161 10,293,909

２０２４年４月１日残高 9,810,975

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 - 

当期純利益 482,933

事業年度中の変動額合計 482,933

２０２５年３月３１日残高 10,293,909

純資産合計

第 ２ ３ 期 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

２０２４ 年　４ 月 　1 日から
２０２５ 年　３ 月 ３１ 日まで

株主資本

資本金
資本剰余金

株主資本

利益剰余金

株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計



個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１－１．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産

有形固定資産は、定率法（ただし、２０１６年４月１日以後に取得した

建物附属設備については定額法）により償却しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物附属設備 ３年～１８年 

器具・備品  ２年～２０年 

（２）無形固定資産

無形固定資産は、定額法により償却しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期 

間（５年）に基づいて償却しております。 

１－２．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当事業年度の負担額

を計上しております。

（２）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払いに備え、会社内規に基づく期末要支給見込

額を計上しております。

（３）退職給付引当金

従業員の退職金の支払いに備え、会社内規に基づく期末要支給見込額

を計上しております。

厚生年金基金については、総合設立の全国信用金庫厚生年金基金に加

入しておりますが、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計

算することができないため、当該年金基金への拠出額（掛金額）を退職

給付費用として販売費及び一般管理費に計上しております。

（１）制度全体の積立状況に関する事項（２０２４年３月３１日現在）

①年金資産の額 １，８３２，３００，５９９千円 

②年金財政計算上の数理債務の額と

 最低責任準備金の額との合計額 １，８５３，６８４，９０１千円

差引額（①－②） △２１，３８４，３０１千円

（２）制度全体に占める当社の掛金拠出割合（２０２４年３月分）

①当社分掛金拠出額 １，４７６，７８０円 

②制度全体の掛金拠出額 ５，３０４，４９４，６２０円

掛金拠出割合（①÷②） ０．０２７８％

（注）掛金拠出額は、事務費掛金を除いております。

掛金拠出割合の端数は小数点以下第５位を四捨五入して



おります。 

（３）補足説明

・過去勤務債務残高 １３４，６２３，７３２千円

（２０２４年３月３１日現在）

・別途積立金 １１３，２３９，４３０千円 

（２０２４年３月３１日現在）

・本制度における過去勤務債務の償却方法

期間１９年０カ月の元利均等定率償却

・当社は当期の財務諸表上特別掛金５，３９７千円を費用処理し 

ております。 

（４）債務保証損失引当金

保証債務について将来の損失の発生に備えるため、会社内規に基づく

保証債務損失発生見込額を計上しております。

１－３．収益及び費用の計上基準 

当社は信用金庫が取扱う個人向け無担保ローンの保証業務を行ってお

ります。保証料については、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公

認会計士協会会計制度委員会報告第 14 号）に基づき発生主義により認

識しております。 

１－４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。 

２．貸借対照表に関する注記 

２－１．資産に係る減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額 ３０，４６０千円 

２－２．保証債務 

信用金庫の消費者ローンに対して保証を行っております。 

信用金庫 ２３７金庫  １４２，４７３，８８２千円 

２－３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権  １０，１６２，３９３千円 

金銭債務 該当ありません 

３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

販売費及び一般管理費 ４０，４６７千円 

営業外収益       ５，５４０千円



４．株主資本等変動計算書に関する注記  

４－１．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 ３０,０００株 

４－２．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

２０２５年６月１９日開催の第２３回定時株主総会において、次の 

とおり決議する予定です。 

① 配当金の総額 ７，５００，０００千円 

② 配当の原資 利益剰余金 

1③ 株当たり配当額 ２５０，０００円 

④ 基準日 ２０２５年３月３１日 

⑤ 効力発生日 ２０２５年６月１９日 

５．税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産 

未払事業税 ７，７１９ 千円 

未払事業所税  ２２９ 千円 

賞与引当金 ５，６６５ 千円 

役員退職慰労引当金   ５３１ 千円 

退職給付引当金  ２５，４３２ 千円 

債務保証損失引当金  ８５，２９７ 千円 

一括償却超過額  ７５７ 千円 

繰延資産償却超過額  ５６０ 千円 

その他  ２１ 千円 

  繰延税金資産合計 １２６，２１６ 千円 

６．金融商品に関する注記 

６－１．金融商品の状況に関する事項 

当社の保有する金融商品は、現金及び預金、未収収益、未払費用並 

びに全国の信用金庫に対する債務保証であります。 

債務保証に係る顧客の信用リスクについては、与信規準の改定や途

上与信による利用限度額の変更などによりリスク低減を図っておりま

す。 

また債務保証については、別途再保証を付与することにより代位弁

済増加に伴うリスクを回避しております。 

６－２．金融商品の時価等に関する事項 

２０２５年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。 



なお、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似している金融

商品については、記載を省略しております。 

( :単位千円) 

貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

債務保証 － 1,569,237 1,569,237 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

債務保証については、返済など債務保証残高の変動要因を考慮し

たうえで、将来得られる保証料から再保証にかかる債務引受料を控

除し、期間に応じた割引率で割り引いて算定する方法によっており

ます。 

７．１株当たり情報に関する注記 

  １株当たり純資産額 ３４３，１３０円 ３１銭 

  １株当たり当期純利益   １６，０９７円 ７９銭 


